
- 1 - 

１  公務災害の認定状況 

（１）概要 

地方公務員災害補償基金が公務災害（通勤災害は含まない。以下同じ。）として認定した件数

の推移をみると、平成15年度の29,205件をピークに減少傾向にあり、平成21年度以降は25,000
件台で推移してきたが、平成 27 年度は 24,833 件で前年度に比べ 479 件（1.9％）減少し、これ

まででもっとも少なくなっている。 
 
図１ 公務災害認定件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
また、地方公務員数が毎年減少している状況を考慮して、職員千人当たりの公務災害認定件数

でみると、平成 27 年度は 9.06 件で前年度に比べ 0.16 件（1.7％）減少した。 
 
図２ 公務災害認定件数（千人率）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※千人率の基礎となる職員数は、総務省（旧自治省）「地方公務員給与の実態」各年版による（教育長を含む）。 

公務災害の現況 ～平成2７年度認定分（要約版）～ 
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（２）職員区分別 

平成 27 年度の公務災害認定件数を地方公務員災害補償基金による 9 職種別の職員区分で 

みると、「その他の職員」が 9,136 件で全体の 36.8％と最も多く、次いで「警察職員」の 5,621
件（22.6％）、「義務教育学校職員」の 4,370 件（17.6％）、「義務教育学校職員以外の教育職員」

の 2,856 件（11.5％）などの順となっている。 
 
図３ 職員区分別公務災害認定件数 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４ 職員区分別公務災害認定件数の推移 
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また、職員区分別の千人率では、「清掃事業職員」が 23.11 件で最も高く、次いで「警察職員」

の 19.67 件、「義務教育学校職員以外の教育職員」の 8.36 件などの順となっている。 
「その他の職員」を除いた公務災害認定件数上位５区分（「警察職員」、「義務教育学校職員」、

「義務教育学校職員以外の教育職員」、「消防職員」及び「清掃事業職員」）では、すべての区分

で前年度より減少している。 

 

図５ 主な職員区分別公務災害千人率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）千人率の基礎となる職員数は、総務省「地方公務員給与の実態」及び同「地方公共団体定員管理調査結果」による。 

 

表１ 主な職員区分別千人率 

主な職員区分 対象職員数（人） 公務災害件数（件） 千人率（件） 

清 掃 事 業 職 員 ４７，１１５ １，０８９ ２３．１１ 

警 察 職 員 ２８５，７５１ ５，６２１ １９．６７ 

義務教育学校職員以外の教育職員 ３４１，５６２ ２，８５６ ８．３６ 

消 防 職 員 １５９，５８９ １，２４６ ７．８１ 

義 務 教 育 学 校 職 員 ６８３，１２９ ４，３７０ ６．４０ 

（注）対象職員数は、総務省「平成27年地方公共団体定員管理調査結果」による。 
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図５ 主な職員区分別公務災害千人率の推移
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（３）職種別 

平成 27 年度の公務災害認定件数を被災職員の職種別にみると、「教育公務員」が 6,383 件で全

体の 25.7％、次いで「警察官」の 5,516 件（22.2％）、「その他の職員」の 4,988 件（20.1％）、

「看護師」の 2,819 件（11.4％）、「消防吏員」の 1,251 件（5.0％）などの順となっている。 
また、千人率をみると、「医師・歯科医師」が 35.78 件で最も高く、次いで「清掃業務員」の

29.36 件、「調理員」の 24.61 件、「看護師」の 21.49 件、「警察官」の 21.37 件などの順となって

いる。 
 
表２ 職種別公務災害認定状況 

職  種 公務災害認定件数 
（ ）内は死亡者数で内数 

構成割合 
（％） 

対象職員数 
（人） 

千人率 
（件） 

医 師 ・ 歯 科 医 師 898 - 3.6% 25,100 35.78  

看 護 師 2,819 - 11.4% 131,200 21.49  

保 健 師 ・ 助 産 師 159 - 0.6% 37,102 4.29  

そ の 他 の 医 療 技 術 者 398 - 1.6% 39,198 10.15  

保育士・児童自立支援専門員・寄宿舎指導員等 671 - 2.7% 95,944 6.99  

員船  18 - 0.1% 2,249 8.00  

電 話 交 換 手 1 - 0.0% 480 2.08  

調 理 員 664 - 2.7% 26,976 24.61  

道 路 補 修 員 26 - 0.1% 3,343 7.78  

教 育 公 務 員 6,383 (6) 25.7% 845,672 7.55  

警 察 官 5,516 (6) 22.2% 258,076 21.37  

消 防 吏 員 1,251 (4) 5.0% 158,571 7.89  

清 掃 業 務 員 1,041 (2) 4.2% 35,453 29.36  

そ の 他 の 職 員 4,988 (23) 20.1% 1,080,718 4.62  

合   計 24,833 (41) 100.0% 2,740,082  

 
図６ 職種別公務災害千人率 
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（４）傷病区分別 

平成 27 年度の公務災害認定件数を傷病区分別にみると、「負傷」が 23,482 件で全体の 94.6％
と最も多く、次いで「その他の疾病」866 件（3.5％）、「負傷による疾病」479 件（1.9％）、「そ

の他の死亡」6 件（0.02％）の順となっている。 

 

表３ 認定事由別・職員区分別公務災害認定件数 

職員区分  

認定事由 

義務教育 
学校職員 

義務教育 
学校職員 
以外の 
教育職員 

警察職員 消防職員 
電気･ 
ガス・ 
水道事業 
職員 

運輸事業 
職員 

清掃事業 
職員 船員 その他の 

職員 合計 構成比 

 

自己の職務遂行中  3,832  2,445  2,331  727  190  141  874  12  7,365  17,917 72.1% 

訓 練 中  1  -  2,477  200  1  -  -  -  13  2,692 10.8% 

担当外の職務遂行中  -   2  8  -  -  -  -  1  11 0.0% 

出張中又は赴任途上  341  245  481  89  82  6  31  5  903  2,183 8.8% 

出退勤途上（公務上のもの）  24  13  47  27  5  22  4  -  85  227 0.9% 

レクリエーション参加中  13  12  9  13  6  1  6  1  137  198 0.8% 

設備の不安全又は管理上の不注意  3  6  1  1  -  -  -  -  15  26 0.1% 

職務遂行に伴う怨恨  1  -  1  -  -  2  -  -  8  12 0.0% 

そ の 他  23  21  128  10  2  -  1  -  31  216 0.9% 

 計  4,238  2,742  5,477  1,075  286  172  916  18  8,558  23,482 94.6% 

負 傷 に よ る 疾 病  73  49  43  44  13  -  65  -  192  479 1.9% 

*1 

職 業 病  6  2  7  2  2  -  1  -  14  34 0.1% 

脳 疾 患  7  -  2  1  -  -  -  -  5  15 0.1% 

心 疾 患  -  2  3  -  -  -  -  -  4  9 0.0% 

精 神 疾 患  -  4  3  4  -  1  -  -  15  27 0.1% 

呼 吸 器 疾 患  -  1  3  12  1  -  -  -  25  42 0.2% 

肝 臓 疾 患  -  -  -  1  -  -  -  -  11  12 0.0% 

胸 腹 部 臓 器 疾 患*2  -  -  11  -  -  -  -  -  5  16 0.1% 

食 中 毒  2  -  -  -  -  -  -  -  -  2 0.0% 

腰 痛  17  14  14  18  3  4  14  -  50  134 0.5% 

頸 肩 腕 症 候 群  2  -  -  1  -  -  -  -  2  5 0.0% 

皮 膚 病  3  8  1  1  2  1  33  -  61  110 0.4% 

眼 疾 患  7  12  5  6  7  2  38  -  71  148 0.6% 

耳 疾 患  3  1  3  6  -  -  1  -  1  15 0.1% 

鼻 疾 患  -  -  -  -  -  -  -  -  -  - 0.0% 

そ の 他  12  21  49  75  2  -  20  -  118  297 1.2% 

計  132  114  144  171  30  8  172  -  574 866 3.5% 

そ の 他 の 死 亡*3  -  -  -  -  1  -  1  -  4 6 0.02% 

合       計  4,370  2,856  5,621  1,246  317  180  1,089  18  9,136  24,833 100.0% 

構   成   比 17.6% 11.5% 22.6% 5.0% 1.3% 0.7% 4.4% 0.1% 36.8% 100.0%  

*1 「その他の疾病」は、負傷による疾病を除く疾病をいう。 
*2 「胸腹部臓器疾患」は、肝臓疾患を除く。 
*3 「その他の死亡」は、公務上の負傷又は疾病によらない死亡をいう。 

  - 
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２  公務上死亡災害の状況  

（１）概要 

昭和 63 年度以降の公務上死亡者数は、平成 23 年度を除いて 30～70 人前後で推移しており、

平成 27 年度の公務上死亡者数は 41 人で、前年度に比べ 6 人（17.1％）増加した。 
 

図７ 公務上死亡者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（注）平成23年度以降は、東日本大震災に起因する公務上死亡者を含む。 
 

職員10万人当たりの公務災害死亡者数は昭和48年度には5.79人であったが年々減少を続け、

平成 8 年度以降は、平成 23 年度を除いて 1 人台で推移している。 
 
図８ 公務上死亡者数１０万人率の推移 
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（２）事故の型別 

平成 27 年度の公務上死亡者数を事故の型別にみると、「その他」を除くと「墜落・転落」が    

6 人で全体の 14.6％を占め、次いで「交通事故」の 3 人（7.3％）、「おぼれ」及び「有害物等と

の接触」のそれぞれ 2 人（4.9％）などの順となっている。 
 
図９ 事故の型別公務上死亡者数  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

過去 5 年間の合計でみると、「その他」を除くと「おぼれ」が 206 人で全体の 43.0％を占め、

次いで「墜落・転落」の 27 人（5.6％）、「交通事故」の 25 人（5.2％）などの順となっている。 
 
表４ 事故の型別公務上死亡者数の推移 

認定年度 
事故の型 

平 成 
23年度 

平 成 
24年度 

平 成 
25年度 

平 成 
26年度 

平 成 
27年度 合 計 構成比 

お ぼ れ 192 8 2 2 2 206 43.0% 
墜 落 ・ 転 落 11 4 5 1 6 27 5.6% 
交 通 事 故 8 5 5 4 3 25 5.2% 
有害物等との接触 4 2 6 2 2 16 3.3% 
はさまれ・巻き込まれ 1 2 - 1 1 5 1.0% 
故 意 の 加 害 行 為 1 1 2 - 1 5 1.0% 
激 突 - 2 - 2 - 4 0.8% 
転 倒 - 1 2 - - 3 0.6% 
火 災 - 1 - - - 1 0.2% 
飛 来 ・ 落 下 - 1 - - - 1 0.2% 
崩 壊 ・ 倒 壊 - - - 1 - 1 0.2% 
爆 発 - 1 - - - 1 0.2% 
そ の 他 97 23 16 22 26 184 38.4% 
合 計 314 51 38 35 41 479 100.0% 
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（３）職員区分別 

平成27 」員職の他のそ「、とるみに別分区員職を数者亡死上務公の度年 が20人で全体の48.8％
を占め、次いで「警察職員」の 6 人（14.6%）、「義務教育学校職員」及び「消防職員」のそれぞ

れ 4 人（9.8%）などの順となっている。 
また、過去 5 年間の合計でみると、「その他の職員」が 265 人で全体の 55.3％を占め、次いで

「警察職員」の 63 人（13.2％）、「消防職員」の 51 人（10.6％）、「義務教育学校職員以外の教育

職員」の 37 人（7.7％）などの順となっている。 
 

表５ 職員区分別公務上死亡者数の推移 

 
平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

平 成 

27年度 
合 計 構成比 

義 務 教 育 学 校 職 員 16 5 6 4 4 35 7.3% 

義務教育学校職員以外の教育職員 24 5 2 4 2 37 7.7% 

警 察 職 員 37 9 5 6 6 63 13.2% 

消 防 職 員 30 5 6 6 4 51 10.6% 

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 事 業 職 員 8 2 5 2 2 19 4.0% 

運 輸 事 業 職 員 1 - - - 1 2 0.4% 

清 掃 事 業 職 員 2 1 - 1 2 6 1.3% 

員船  1 - - - - 1 0.2% 

そ の 他 の 職 員 195 24 14 12 20 265 55.3% 

合   計 314 51 38 35 41 479 100.0% 

 

 

 

 
 
この資料は、地方公務員災害補償基金「常勤地方公務員災害補償統計」及び「公務上死亡災害の発生状況」

に関する調査の結果を分析し、まとめたものです。 
なお、各図表中における構成比の数値は、単位未満を四捨五入しているため合計が１００％にならない場合

があります。 
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